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尼崎市の人口動態及び兵庫県との協調事業の取組状況

令 和 8 年 3 月 2 3 日

尼 崎 市

資料３
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1. 尼崎市の人口動態について

1 人口動態（平成25年～令和7年）

2 自然動態（平成25年～令和7年）

3 社会動態（平成25年～令和7年）

4 単身世帯の社会動態（平成24年～令和7年）

5 二人世帯の社会動態（平成24年～令和7年）

6 ファミリー世帯の社会動態（平成27年～令和7年）

7 兵庫県内自治体の状況

令和7年人口動態報告より抜粋
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人口動態（平成25年～令和7年）

• 人口動態におけるポイント
①社会増が拡大し、3,335人の転入超過に(社会増は県下２位！日本人に限れば県下１位！)
②自然動態は▲2,835人の減と横ばい
③差し引きで500人の「人口増」に転じた(増加数は県下２位！)

※ 兵庫県「推計人口」を基に集計
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単身世帯の社会動態（平成24年～令和7年）

• 単身世帯の社会動態におけるポイント
①単身世帯の転入超過が3,709世帯に拡大
②単身の転入者は、20代が多く、西宮市・神戸市からの転入超過が多い
③単身の転出者は、大阪市・東京圏への転出超過傾向が見られる
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二人世帯の社会動態（平成24年～令和7年）

• 二人世帯の社会動態におけるポイント
①二人世帯の転入超過が351世帯に拡大
②二人世帯の転入は、20代及び30代前半が多い
③二人世帯は、大阪市からの転入超過が大きい。また、伊丹市への転出が増加
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ファミリー世帯の社会動態（平成27年～令和7年）

• ファミリー世帯の社会動態におけるポイント
①ファミリー世帯の転出超過数は、▲292世帯で、昨年から横ばい
②ファミリー世帯は、大阪市からの転入超過が続いている
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2. 兵庫県との協調補助事業について

1 子育て世帯の定住・転入に向けた良好な住環境形成のための住宅施策パッケージ

2 住宅取得を支援（兵庫県連携事業）
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子育て世帯の定住・転入に向けた良好な住環境形成のための住宅施策パッケージ

尼崎市では目指す住環境のイメージに向けて、

施策検討の３つの柱、５つの施策を実施しています。

民間住宅の
誘導

公共用地の
有効活用

空き家対策の
推進

施策⑤ 空き家の活用

（一部兵庫県連携事業）

施策③ 市営住宅の効果的な活用

施策④ 公有地の活用

施策① 住宅取得を支援

（兵庫県連携事業）

施策② 住宅供給を誘導

目指す住環境のイメージ

「子育て世帯から住みたいと選ばれるまち」

「誰もが快適に暮らし続けられるまち」

⚫ 補助を通じた市場開拓により、良
質な住宅供給に寄与。

⚫ 事業者の意識変容に向けたカンフ
ル剤として実施。

⚫ 当初の目標は一定達成。



9

住宅取得を支援（兵庫県連携事業）

1 民間賃貸住宅住替え費用補助事業
・ 制度概要
・ 申請者の詳細情報
・ 申請者の転入元住所
・ 申請者が転居にあたり重視した項目

2 子育て住宅促進区域の指定
3 新築・中古戸建住宅取得補助事業の制度概要
・ 制度概要
・ 申請者の詳細情報（Ｒ６・Ｒ７合計）
・ 尼崎市が住宅取得にあたり重視した項目と影響度合い

4 子育て住宅促進区域における補助要件を満たす住宅の着工状況
5 参考資料
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【民間賃貸住宅住替え費用補助事業】制度概要

２５万円

（Ｒ6）令和6年4月1日～令和7年1月31日
（Ｒ7）令和7年4月1日～令和7年12月26日

①世帯の構成員のいずれかが、令和6年4月1日から令和8年12月18日

までの間に、兵庫県外から対象住宅に住み替えていること

②申請日において若年夫婦世帯又は子育て世帯であること

③住替え日から1年を経過するまでに補助金の交付申請を行うこと

①尼崎市内の民間賃貸住宅（社宅等も含む）であること

②住戸専用面積が５５㎡以上であること（バルコニー等の専

用使用部分を含む）

③夫婦いずれかの名義で賃貸借契約を締結していること

④建築基準法に規定する新耐震基準に適合していること

補助対象住宅の要件

補助対象者の要件

補助額

申請受付期間

若年夫婦世帯
年齢合計が70歳未満の世帯

子育て世帯
中学校卒業前の子どもがいる世帯

• 住戸専用面積が55㎡以上等といった補助要件を付した、当該事業を活用
• 『地主や不動産関係の事業者への働きかけ』×『こういった住宅を望む住み手の意識・行動変容』
• この両面から、住宅の市場を開拓
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【民間賃貸住宅住替え費用補助事業】申請者の詳細情報

項 目 Ｒ6実績 Ｒ7実績

申請件数 109件 216件

世帯の種類
若年夫婦世帯 66件
子育て世帯 43件

若年夫婦世帯 131件
子育て世帯 85件

県外からの
転入人数

合計273人
（若年夫婦世帯 132人）
（子育て世帯 141人）

合計516人
（若年夫婦世帯 262人）
（子育て世帯 254人）

住宅の種類
民間賃貸住宅 97件
借り上げ社宅 12件

民間賃貸住宅 186件
借り上げ社宅 30件

建て方 共同住宅 107件 戸建住宅 2件 共同住宅 215件 戸建住宅 1件

築年数

10年以下 37件
10年～20年以下 19件
20年～30年以下 30件
30年～42年以下 23件

10年以下 76件
10年～20年以下 33件
20年～30年以下 62件
30年～42年以下 45件

合計
325世帯
789人

• 325世帯（789人）が制度を利用して県外から転入
• 住宅市場において55㎡以上の住宅ニーズの拡大に寄与
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転入元 件数 割合
大阪市 95 44.0%
吹田市 7 3.2%
高槻市 6 2.8%

東大阪市 6 2.8%
茨木市 5 2.3%
豊中市 5 2.3%
大東市 4 1.9%
守口市 3 1.4%
高石市 3 1.4%
堺市 2 0.9%
池田市 2 0.9%
箕面市 1 0.5%
枚方市 1 0.5%

寝屋川市 1 0.5%
摂津市 1 0.5%
門真市 1 0.5%
八尾市 1 0.5%
熊取町 1 0.5%

泉佐野市 1 0.5%
合計 146 67.6%

【民間賃貸住宅住替え費用補助事業】申請者の転入元住所

• 転入元は、大阪府からが約７割、大阪市で見ると約4割
• 内訳として淀川区や西淀川区からの転入が多く大阪に隣接する本市の立地特性を反映

転入元の都道府県 転入元の市（大阪府下） 転入元の都道府県 転入元の市（大阪府下）

Ｒ６実績 Ｒ7実績

転入元 件数 割合
大阪府 146 67.6%
京都府 11 5.1%
東京都 10 4.6%

神奈川県 5 2.3%
岡山県 5 2.3%
奈良県 4 1.9%
福井県 3 1.4%
滋賀県 3 1.4%
福岡県 3 1.4%
宮城県 2 0.9%
埼玉県 2 0.9%
静岡県 2 0.9%
愛知県 2 0.9%

和歌山県 2 0.9%
香川県 2 0.9%
広島県 2 0.9%
沖縄県 2 0.9%
北海道 1 0.5%
栃木県 1 0.5%
石川県 1 0.5%
三重県 1 0.5%
徳島県 1 0.5%
高知県 1 0.5%
愛媛県 1 0.5%
熊本県 1 0.5%
長崎県 1 0.5%

鹿児島県 1 0.5%
合計 216 100.0%

転入元 件数 割合
大阪府 73 67.0%
東京都 7 6.4%
京都府 7 6.4%
三重県 3 2.8%
千葉県 2 1.8%
愛知県 2 1.8%
奈良県 2 1.8%
岡山県 2 1.8%
岩手県 1 0.9%
宮城県 1 0.9%
埼玉県 1 0.9%

神奈川県 1 0.9%
石川県 1 0.9%
滋賀県 1 0.9%

和歌山県 1 0.9%
広島県 1 0.9%
山口県 1 0.9%
愛媛県 1 0.9%
高知県 1 0.9%
合計 109 100.0%

転入元 件数 割合
大阪市 44 40.4%
豊中市 5 4.6%
高槻市 3 2.8%

東大阪市 3 2.8%
吹田市 2 1.8%
茨木市 2 1.8%
堺市 2 1.8%
池田市 1 0.9%
枚方市 1 0.9%
摂津市 1 0.9%

寝屋川市 1 0.9%
交野市 1 0.9%
守口市 1 0.9%
門真市 1 0.9%
八尾市 1 0.9%
高石市 1 0.9%

泉大津市 1 0.9%
藤井寺市 1 0.9%
泉佐野市 1 0.9%

合計 73 67.0%

大阪市内での
上位区

淀川区 17件
西淀川区  12件
中央区 9件
北区 8件
東淀川区 7件
福島区 6件
港区 5件
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件数 割合

通勤に便利なため 157 73%

広さ・家賃で希望する住宅
があったため

116 54%

最寄り駅・沿線に魅力があ
るため

100 46%

親・兄弟・親戚が近くに住
んでいるため

73 34%

住替え補助があったため 64 30%

買い物に便利なため 37 17%

その他 101 47%

合計 648

件数 割合

通勤に便利なため 83 76%

広さ・家賃で希望する住宅
があったため

67 61%

最寄り駅・沿線に魅力があ
るため

50 46%

親・兄弟・親戚が近くに住
んでいるため

37 34%

買い物に便利なため 27 25%

住替え補助があったため 17 16%

その他 46 42%

合計 327

【民間賃貸住宅住替え費用補助事業】申請者が転居にあたり重視した項目

• 転入にあたり重視した項目は『通勤に便利なため』がトップ
• 利便性の高さが尼崎市の強み

尼崎市への転居にあたり
最も重視した項目

尼崎市への転居にあたり重視した項目
（上位３つ）

尼崎市への転居にあたり
最も重視した項目

尼崎市への転居にあたり重視した項目
（上位３つ）

Ｒ６実績 Ｒ7実績

件数 割合

通勤に便利なため 74 34%

親・兄弟・親戚が近くに住
んでいるため

42 19%

広さ・家賃で希望する住宅
があったため

35 16%

最寄り駅・沿線に魅力があ
るため

26 12%

住替え補助があったため 20 9%

土地勘があるため 7 3%

その他 12 6%

合計 216

件数 割合

通勤に便利なため 51 47%

親・兄弟・親戚が近くに住
んでいるため

24 22%

広さ・家賃で希望する住宅
があったため

20 18%

最寄り駅・沿線に魅力があ
るため

8 7%

住替え補助があったため 2 2%

土地勘があるため 2 2%

その他 2 2%

合計 109
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子育て住宅促進区域の指定

尼崎市
阪急沿線
地区

・昭和初期に阪急電鉄が宅地開発した良
質な住宅地の保全を図る
・農地が宅地化される際に100㎡以上の
宅地となるよう促進する
・新駅が10年以内に設置されることから、
先行して良質な住宅地の誘導を図る

尼崎市
阪神沿線
地区

・隣地統合などにより100㎡以上の宅地
となるよう促進する
・長屋等が戸建住宅として建て替えられ
る際に100㎡以上となるよう促進する

武庫之荘駅 塚口駅 園田駅

武庫川駅

尼崎センター
プール前駅

出屋敷駅 尼崎駅

大物駅

杭瀬駅

：指定区域

阪急沿線地区

阪神沿線地区

対象地区

・令和6年7月16日に兵庫県から尼崎市阪急沿線地区と尼崎市阪神沿線地区の指定を受ける。
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【新築】
200万円

（Ｒ６）令和6年8月1日～令和6年12月27日
（Ｒ７）令和7年4月1日～令和7年12月26日

①申請日において若年夫婦世帯又

は子育て世帯であること

②原則として当該住宅に１０年以

上居住すること

【中古】

①子育て住宅促進区域内にある戸建住宅であること

②敷地面積・延べ面積がいずれも100㎡以上であること

③子育てにおける安全性の基準を満たすこと

④建物状況調査（インスペクション）を受けたものであること

⑤昭和５６年５月３１日以前に着工された住宅の場合、木造だと

市が実施する簡易耐震診断で総合評点が０.７以上等であること

若年夫婦世帯
年齢合計が80歳未満の世
帯

子育て世帯
中学校卒業前の子どもが
いる世帯

補助対象住宅の要件

補助対象者の要件
補助額

申請受付期間

【中古】
60万円

【新築】

①子育て住宅促進区域内に建築する戸建住宅であること

②敷地面積・延べ面積がいずれも100㎡以上であること

③長期優良住宅であること

④２階建て以下であること

⑤子育てにおける安全性の基準を満たすこと

【新築・中古戸建住宅取得補助事業】制度概要

• 敷地面積100㎡、延べ面積100㎡、長期優良住宅（新築の場合）が補助要件
• 『市場開拓』×『住み続けられる住宅ストックの形成』
• この両面から良質な住宅供給に寄与
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【新築・中古戸建住宅取得補助事業】申請者の詳細情報 （令和6年度・令和7年度合計）

新築戸建取得補助 阪急沿線地区（26件） 阪神沿線地区（9件）

世帯の種類
若年夫婦世帯6件（12人）
子育て世帯20件（73人）

若年夫婦世帯3件（6人）
子育て世帯6件（22人）

従前住所地
尼崎市内17件 神戸市4件 西宮市1件 芦屋市1件
伊丹市1件 大阪市1件 大和高田市1件

尼崎市内 6件
神戸市１件 明石市１件 奈良市１件

平均敷地面積
平均延べ面積

138.65㎡
128.26㎡

132.98㎡
120.28㎡

階数 2階建て：26件 2階建て：9件

中古戸建取得補助 阪急沿線地区（5件） 阪神沿線地区（3件）

世帯の種類
若年夫婦世帯1件（2人）
子育て世帯4件（16人）

若年夫婦世帯1件（2人）
子育て世帯2件（9人）

従前住所地 尼崎市内2件 神戸市1件 大阪市1件 枚方市1件 尼崎市内2件 西宮市１件

平均敷地面積
平均延べ面積

120.67㎡
126.82㎡

104.53㎡
106.15㎡

階数 2階建て：4件 3階建て：1件 2階建て：3件

建築時期
10年以内：3件
10年～20年以内：2件

10年以内：2件
10年～20年以内：１件

合計
43世帯
142人

• 2年間で43世帯（142人）の定住
• 43戸の住み続けられる良質な住宅ストックを形成



17

件数 割合
１.今回の住宅取得補助によって尼
崎市内での住宅取得を決定した

6 14%

２.複数の候補地から絞り込む際に
参考とした

11 26%

３.補助がある事は知っていたが、
判断には影響しなかった

8 19%

４.尼崎市内での取得方針決定後に
補助がある事を知った

18 42%

合計 43 100%

件数 割合

最寄り駅・沿線に魅力があるため 13 30%

通勤に便利なため 8 19%

親・兄弟・親戚が近くに住んでい
るため

8 19%

土地勘があるため 6 14%

戸建取得補助があったため 5 12%

広さ・家賃で希望する住宅があっ
たため

2 5%

その他 1 2%

合計 43 100%

【新築・中古戸建住宅取得補助事業】申請者が住宅取得にあたり重視した項目と影響度合い

• 住宅購入でも重視した項目は『通勤に便利なため』がトップ
• 利便性の高さが尼崎市の強み

住宅取得にあたり最も重視した項目 住宅取得にあたり重視した項目
（上位３つ）

補助事業の影響度合い

件数 割合

通勤に便利なため 21 49%

最寄り駅・沿線に魅力があるため 20 47%

親・兄弟・親戚が近くに住んでい
るため

19 44%

土地勘があるため 18 42%

戸建取得補助があったため 12 28%

買い物に便利なため 11 26%

その他 28 65%

合計 129
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阪急(武庫) 阪急(塚口) 阪急(園田) 阪神

戸建住宅着工数（α） 1012 291 51 68 25 147 721

　うち長期優良住宅 319 99 24 41 12 22 220

　　うち敷地100㎡以上 188 71 23 28 8 12 117

　　　うち延べ面積100㎡以上 155 62 17 27 8 10 93

　　　　うち２階建て以下（β） 145 56 17 22 8 9 89

対象住宅の割合（β/α） 14.3% 19.2% 33.3% 32.4% 32.0% 6.1% 12.3%

令和7年1月～12月 市全域 子育て住宅

促進区域内

子育て住宅促

進区域外

阪急(武庫) 阪急(塚口) 阪急(園田) 阪神

戸建住宅着工数（α） 1091 337 63 47 40 187 754

　うち長期優良住宅 266 68 28 16 10 14 198

　　うち敷地100㎡以上 206 50 15 15 10 10 156

　　　うち延べ面積100㎡以上 150 44 14 13 9 8 106

　　　　うち２階建て以下（β） 138 39 12 12 8 7 99

対象住宅の割合（β/α） 12.6% 11.6% 19.0% 25.5% 20.0% 3.7% 13.1%

令和4年1月～12月 市全域 子育て住宅

促進区域内

子育て住宅促

進区域外

子育て住宅促進区域における補助要件を満たす住宅の着工状況

• 対象区域内におけるファミリー世帯向け住宅の着工割合が明らかに増加
• こうした住宅の供給にかなり効果があったとの受け止め

令和7年の
住宅着工

令和4年の
住宅着工

建築着工データ及び長
期優良住宅認定データ
より（尼崎市）

区
域
内
は
明
ら
か
に
増
加

区
域
外
は
変
化
な
し

市
全
域
の
着
工
数
は
変
化
な
し
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3.今後の課題

1 現在の居住地に転居したきっかけ

2 居住地で生活する中で重視している条件

3 まとめ
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ファミリー向けアンケートの結果から見る意識『現在の居住地に転居したきっかけ』

• 転居のきっかけの多くは「住宅の購入・取得」、「出産・子どもが増えたため」など

尼崎市ファミリー向けアンケート結果より（速報値）
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ファミリー向けアンケートの結果から見る意識『現在の居住地を決める際に重視した条件』

• 居住地選択の際には「住居（広さ・費用など）」、「立地・アクセス（通勤時間等）」等の生活
基盤に直結する項目が最重視される

尼崎市ファミリー向けアンケート結果より（速報値）

居住地選択で重視した項目

【マスト項目】

１ 住居  （広さ・費用など）

２ 立地・アクセス（通勤時間等）

 → 全ての属性で１位・２位

【ウォント項目】

１ 子育て支援・保育サービス

２ 教育環境

３ 事故・犯罪 → 市内在住者で上位
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まとめ

• 尼崎は、もともと、立地・アクセスの良さが最大の強み。

• 過去から市街化されている中で、「需要」に応じた適切な住宅の「供給」がなされていないこ
とが最大のネック（「需要＞供給」と質のアンマッチ）。

• ファミリー世帯の定住・転入促進につながる
①空家対策、②公有地への積極的な住宅誘導、③民間の住宅開発への働きかけ等
を通じた良質な住宅環境形成を同時に進め「供給制約」を打破していくことが大切。

• 並行して、子育て支援・教育施策等のソフト施策の充実を進めるとともに、住みやすさ（物価
（地価）、利便性、地域の関係性、幸福度等）を指標とした情報発信も検討したい。

• また、より俯瞰した視点で住宅政策を見た場合、単身・二人世帯の転入の多い尼崎の強みを活
かし、域内（阪神間）への定住を視野に入れた住宅供給施策も重要と思われる。
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fin
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